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●はじめに　
民主主義が世界的な潮流となっ
た冷戦終焉以降、公平な競争のもとで選挙を実施し、政府を樹立することが、特に体制移行を経験した国に って統治の正当性を示す重要な指標のひとつとなった。そして、その選挙自体の正当性を裏付けるには、 内外の 監視団体による「自由かつ公正な選挙であった」という評価がほぼ不可欠だといって い。　
国連カンボジア暫定統治機構に
よる制憲議会選挙を経て民主体制に移行したカンボジアでは、本年の総選挙も含め、過去二〇年間実施された全ての国民議会選挙および行政区／地区選挙を、国内外の選挙監視団体が監視してきた。国際選挙監視団の活動や評価が着目される一方、カンボジア人による
選
挙
監
視
団
体（
E
lection
 M
on
-
itorin
g O
rgan
ization
s ：
Ｅ
Ｍ
Ｏ
ｓ）は、草の根レベルまでネットワークを拡げ、選挙のない時期も活動を継続させ、活動範囲、資金規模ともに拡大し 団体として成長を遂げてきた。　
これまでＥＭＯｓは、個々に活
動を展開した一方で、共同声明など団体の枠を超えた協力関係が単発的にはあっても、体系的 は協働してこなかった。 かし、本年の選挙では従来と異なる市民社会の動きがみられた。選挙前後の期間、主要なＥＭＯｓを中心に四〇以上のＮＧＯ 参加するプラットフォームが設置され、組織的な連携が実現した である。　
本稿は、本年の選挙における市
民社会の傾向を特徴づけるためＥＭＯｓの発足経緯と活動傾向を確認し、彼らが結束した背景と今回の活動内容を以下で検討する。
一．ＥＭＯｓの誕生と分裂　
まずＥＭＯｓの全体像を概観し
たい。結論を先取りすると、ＥＭＯｓはカンボジアの主要な人権ＮＧＯが母体となって発足し、各団体の出自によって三つのグループが形成されたことに る。なお、ここでグループと ぶのは、各ＥＭ
Ｏ
ｓ
は
複
数
の
団
体
が
加
盟
す
る
ネットワーク組織のためである。　
第一のグループは、一九九一年
に設立されたカンボジア人による初の人権ＮＧＯ、カンボジア人権開発協会（ＡＤＨＯＣ：アドホック）が母体となって発足したカンボジア自由公正選挙委員会（ＣＯＭ
Ｆ
Ｒ
Ｅ
Ｌ：
コ
ム
フ
レ
ル
）
で
あ
る。制憲議会選挙で選挙人教育や監視活動を経験したアドホックが中心となり、その後実施される選挙の監視のため、一二団体が加盟するコムフレルを 一九九五年に
立ち上げたのであった。　
第二のグループは、アドホック
の
三
カ
月
後
に
誕
生
し
た
人
権
Ｎ
Ｇ
Ｏ、カンボジア人権促進擁護連盟（Ｌ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｄ
Ｈ
Ｏ：
リ
カ
ド
）
が
設
立した、カンボジア自由公正選挙のための中立公平委員会（ＮＩＣＦＥＣ：ニクフェック）である。リカドはアドホック同様、制憲議会選挙で監視活動を経験し、コムフレルの発足当初メンバーの一員であったが、一九九八年 総選挙の約一カ月前、戦略に関する意見の違いからコムフレルを離脱し、芸術関連の協会、大学などをメンバ
ー
と
す
る
別
の
選
挙
監
視
ネ
ッ
ト
ワークを形成したのである。　
第三のグループは、カンボジア
人権研究所（ＣＩＨＲ）や社会開発センターを中心に、一二五団体が参加して一九九五年に発足したカンボジア自由公正選挙連盟（ＣＯ
Ｆ
Ｆ
Ｅ
Ｌ：
コ
ッ
フ
ェ
ル
）
で
あ
る。当初コッフェルは、コムフレル、ニクフェック同様、活発に活動していた。しかし二〇〇二年以降、汚職事件や職員へのセクハラ容疑でコッフェル事務局長が更迭されただけでなく、ネットワークの中心であったＣＩＨＲの不正会計事件などが原因 、二〇〇三年
上
村
未
来
二
〇
一
三
年
カ
ン
ボ
ジ
ア
総
選
挙
に
お
け
る
市
民
社
会
の
戦
術
転
換
特 集
カンボジア
国家建設の20年
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にはコッフェル、ＣＩＨＲともに活動を停止した（参考文献①）
。
　
先述のとおり、ＥＭＯｓが三つ
に分かれた背景には、その中核メンバーの出自 よる考え方や方針の違いがある。すなわち、第一グループは、内戦期をカンボジア国内で過ごした人々が形成したことに対して、第二のグループはフランスで、第三のグル プはアメリカで内戦期を主に過ごし、和平協定の締結をきっかけに帰国した人々が中心になったの ある。二．ＥＭＯｓ 活動　
先に触れた、ＥＭＯｓの協力関
係が単発的であったとは、具体的にどのようなことなのだろうか。団体間の協力という点から活動をみていく。　
ＥＭＯｓは、選挙の各過程（①
選挙人の登録、②選挙運動期間、③投開票日）の監視 みならず、選挙後の政党間の交渉や議会 営の監視などにも活動 射程を拡げている。①の時期は、 状況監視や選挙人教育活動、②、③の時期は、政党や選挙運営側が規定どおりに活動しているか監視し一
連
の
活
動
か
ら
得
た
情
報
は、
メ
ディアを通した情報発信 、政策
提言活動などに活かす。①〜③の過程においてＥＭＯｓは各自で活動するが、情報発信と政策提言活動は、団体間の協力関係がみられる。　
例えば、情報発信のツールとし
てコムフレルが二〇〇一年に開始し
た
ラ
ジ
オ
プ
ロ
グ
ラ
ム、
「
市
民
社
会の声」では、他団体からコメンテーターを招いて政治や人権問題な
ど
に
つ
い
て
議
論
を
交
わ
し
て
お
り、団体の枠を超えて協働している。また、政策提言では、一九九九〜二〇〇〇年にＥＭＯｓが共同で取り組んだ例がある。ＥＭＯｓは二〇〇二年の行政区／地区選挙を
見
越
し、
①
個
人
候
補
者
へ
の
投
票、②女性の政治参加、③国家選挙委員会（ＮＥＣ）の改革の三点に絞って提言することを決め 当時の主要三政党 人民党、フンシンペック党、サム・ランシー党）指導部と 面会など ロビー活動を行ったのである。ただし、共同で取り組むこ で提言内容が受容されるとは一概にいえず 先述の三点はいずれも実現しなかった。　
二〇〇七年の選挙以降は、選挙
人名簿のミスや名簿から名前を削除され、投票所に行って 投票できなかった選挙人が続出し、選挙
人
名
簿
の
質
が
大
き
く
問
題
視
さ
れ
た。これに関してＥＭＯｓは合同調査を開始し、二〇〇八年の調査で名簿上の名前のうち約二二％に誤りがあると発表 ＮＥＣに対して改善を要求し続けてきた。本年の選挙では二重登録が多く発生し、プノンペンには登録率が二〇〇％以上 地区もあると英字新聞で伝えられると、名簿の作成 更新を担う行政区／ 評議会議長職
の
九
七
％
を
人
民
党
が
占
め
る
た
め、恣意的あるいは組織的な ざんが以前に増して疑問視されるようになった。このよ にＥＭＯｓは、実態を調査して問題を可 化できても、問題の改善にまで影響力
を
行
使
で
き
な
い
の
が
実
情
で
あ
る
。
　
では、なぜ本年の選挙において
ＥＭＯｓの連携が 現した か、次節で検討する。三．
 状況分析室（
S
ituation
R
oom
）の設置背景
　
本年の選挙では、ＥＭＯｓや人
権
Ｎ
Ｇ
Ｏ
な
ど
四
一
団
体
が
S
itua-
tion
 R
oom
というプラットフォー
ムに参加し、市民社会の分析や声明を一つにする形をとった。一般的に戦時下では、最前線の戦況の情
報
を
統
括
す
る
司
令
部
が
S
itua-
tion
 R
oom
とよばれる。選挙監視
ＮＧＯは、その比喩として選挙にお
け
る
S
ituation
 R
oom
と
い
う
名
称
を
用
い
た（
参
考
文
献
③
）。
S
itu-
ation
 R
oom
は
情
報
統
括
や
迅
速
な
対
応
を
目
的
に
設
置
さ
れ
た
こ
と
か
ら、本稿は状況分析室と訳す。　
状
況
分
析
室
が
設
置
さ
れ
た
背
景
は、次の三点に集約できる。すなわち、第一にＮＧＯ内部の課題に対する認識、第二に政府系の団体からの間接的な圧力 第三にＮＧＯの国際的なネットワークからの影響である。　
一点目については、筆者のニク
フ
ェ
ッ
ク
事
務
局
長
へ
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
か
ら
読
み
取
る
こ
と
が
で
き
る。彼は状況分析室 もとにＮＧＯ
が
集
結
し
た
理
由
を、
「
こ
れ
ま
で、市民社会組織がまとまっていなかったため、声明の影響力が薄れてしまった。今回、市民社会の声を一つにすることで、より力を持つことに る」と語った。ここから、前節で述べた政策提言や選挙人名簿など、選挙制度の根幹に関わる問題へのＥＭＯｓの影響力の限界もあり、彼自身がＥＭＯｓのリーダーの一人として 従来取り組みでは不十分であったと認識していたと考えられる。
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二点目は、二〇〇二年以降にみ
られた、ＥＭＯｓを統制しようとする動きや人民党政府がつくる活動実態のない官制「ＮＧ 」（G
overn
m
en
tal N
G
O
：ＧＯＮＧ
Ｏ）による、ＥＭＯｓへの間接的な圧力である。二〇〇一年一月、翌年の行政区／地区選挙に先立ち、監視員許可認定の権限を有し、ＮＥＣとＮＧＯ間 協力の強化などを任務とする、ＮＧＯ調整委員会の設置を義務付けた選挙法が採択された。同委員会は コムフレルなどのＥＭＯｓが反対するなか設置されたが、資金難も影響し、本来期待された調整役 果たせないまま規定どおり選挙の一〇日後に解散した。つまり、ｓを統制する最初の試みは失敗たのである。　
二〇〇三年以降は、ＧＯＮＧＯ
の存在感が増している。二〇〇三年の国民議会選挙において 人民党は相次いでＧＯＮＧＯを設立し、正義の目（
eye of justice ）
と称する選挙監視「ＮＧＯ」ネットワークを構成し、選挙に肯定的な評価を発表させた（参考文献②） 。ＮＥＣに登録した 内監視団体の数は九四におよび、 員の資格を得た全体数のうち、コム
フレルとニクフェックの二団体だけで国内監視員の約七割を占めた。しかし、団体数は明らかにＧＯＮＧＯが上回っており、大多数の「ＮＧＯ」が選挙に対して肯定的な評価をすれば、それが全体的な評価とみなされ、選挙の正当性が認められる可能性が高いのである。また、本年の選挙では、学生を動員した団体のカンボジア民主学生有識者連盟が、正義の目のもと、各地で監視活動を行っていた。人民党のホームページには、同連盟が投開票日の翌々日にいち早く発表した 「選挙は自由かつ公正であっ 」と評した声明のほか、約二〇団体から同様 声明や選挙過程を支持する内容の文書が掲載されている。　
三点目は、他国のＮＧＯからの
影響である。ジョージ・ソロス創設したオープン・ソサエティ財団の傘下であるオープン・ソサエティ・イニシアティブ（ＯＳＩ）のプログラムの一環として、アフリカ地域で選挙監視活動を行うＮＧＯが、本年五月にコムフレルを訪問し、同 の経験を共有した。ナイジェリア、リベリア、セネガルにおいて、二〇一一〜二〇一二年に実施された選挙では、Ｏ
ＳＩの支援もあり、ＮＧＯなどの市民社会組織が集結し、選挙関連情報の収集と統括、即時の分析などを目的とした状況分析室を二週間限定で設置した。ＮＧＯ間の調整が成功した事例に触発されたコムフレルは、二カ月後に迫ったカンボジアの総選挙 も同じように取り組みたいと考え、賛同団体を募って各自で資金を出 合い、四一団体が参加する状況分析室の設置にこぎ着けたの ある。　
では、本年の選挙における状況
分析室の活動と成果は、いかなるものであったのだろうか。四．状況 目的と活動　
まず、状況分析室の設置目的
を、彼ら自身がどう表現しているか確認したい。コムフレルが配信した企画概要によれば目的は、「真に独立したカンボジア市民社会組織、その他のステークホルダー、専門家などが集まり、それぞれの情報を最大限に集約し、選挙期間に合同で評価し、提言するためのプラットフォームを設置すること」である。この「真に独立したカンボジア市民社会組織」という表現から、 「真 独立していない」組織と、状況分析室に参加
する団体との差別化を図ろうとしていることが分かる。これは、先述した正義の目などＧＯＮＧＯの存在が念頭にあるのだろう　
次に、状況分析室の活動につい
て概観する。七月二六〜二九日、コムフレル本部には、状況分析室の拠点となるテント 設置された。この四日間、コムフレル、ニクフェックをはじめとする主要なＮＧＯメンバーが拠点に集まり、一〇時、一五時に状況分析（メディア関係者も出席可） 、一七時に分析結果を発表した。彼らは、各団体のメンバーから得た各地での活動状況の情報 随時この拠点で共有していったのである。独立系の英字紙が、定期的に彼らのコメントや分析をとりあげる一
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方、与党寄りの現地語新聞には状況分析室のメンバーではなく、選挙の過程を賞賛する内容を述べる監視員のコメントが掲載された。　
状況分析室は当初、八月九日に
選挙の総合評価を発表して終了する予定であったが、投開票日の速報で野党・救国党の大躍進が伝えられ、同党が結果の受け入れを拒否して大規模な抗議行動を始めたことか 、情勢の監視、分析、提言
活
動
を
続
け
た。
八
月
一
二
日
に
は、選挙後の情勢に対する戦略会議が開かれ、コア・グループおよび
部
門
別
グ
ル
ー
プ
の
編
成
を
決
め
た。コア・グループには選挙監視団
体
で
あ
る
コ
ム
フ
レ
ル、
ニ
ク
フェック、そして人権ＮＧＯ アドホックやリカドなどがメンバーとなった。部門別では、①救急対応、
②
人
権、
③
状
況
監
視、
④
コ
ミュニケーション、⑤ロジスティクスの五つに分け、重複して所属する団体も含め、五〜一〇の団体が各部門の担当となった。救急対応のグループは、野党が大規模なデ
モ
を
行
っ
た
際、
医
師
や
ボ
ラ
ン
ティアを待機させて緊急時に備えるなど、市民社会組織 特性に応じてうまく役割を分担できたようである。
　
また、救国党の大規模な抗議活
動を受け、八月上旬に全国に治安部隊が配備され始めた事態に対して懸念を表明するため、状況分析室に参加するＮＧＯ代表者一〇名は、八月八日に救国党 翌日に人民党の指導者と会談した。過去に人民党がＮＧＯ主催の会議に出席することはほとんどなかったが、この会合には治安部門の最高責任者であるソー・ケーン副首相兼内務
相
が
応
じ
た
点
で
画
期
的
で
あ
っ
た。対談後には、メディアからの囲
み
取
材
を
受
け
る
形
で、
ソ
ー・
ケーンと一〇名のＮＧＯ代表者並んで質問に答え、その様子が国営テレビで繰り返し放送された。このなかでソ ・ケーンはＮＧＯを「開発パートナー」と表現し、ＮＧＯ側が訴えた政党間の緊張緩和について、救国党との話し合いは進行中だと伝え、ＮＧＯは主にア
ド
ホ
ッ
ク
兼
コ
ム
フ
レ
ル
の
代
表
が、市民社会は事態の暴力化を最も懸念していると話した。　
こ
の
会
合
が
実
現
し
た
背
景
と
し
て、人民党の視点では、主要な団体が集うＮＧＯの窓口が一つになりコンタクトしやすかったこ に加え、大幅に議席を減ら た状況のなかで国内外に好印象を与える
ために、市民社会との良好関係をアピールしたと考えることができる。一方ＮＧＯの視点では、これまでになく人民党が追い込まれた環境を好機と捉え、ＮＧＯ間の結束を維持す ことで、ＮＧＯの主張を広く訴え こ ができた。従来、国政 左右 選挙直後の状況下で人民党の指導部が、ＮＧＯの面会に応じることもなければ、ＮＧＯと並んで話す場面が国営放送で流れることもなかった。今回の会合は、市民社会をめぐる環境の変化の兆しを窺わせた。●おわりに　
選挙における市民社会の従来の
形と比較すると、状況分析室という今回の取り組みは、確実に一歩進んだものであり、先述した人民党
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その効果をより適切に分析するには、ＮＧＯが状況分析室という内部の統制を保つことができるか否かも含め 今後のＮＧＯの動き政治情勢を多角的か 長期的にみていく必要がある。（か
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